
補
　
記

21年度

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

・海洋研究開発機構に設置している契約監視委員会(監事及び外部有識者により構成)で審査された契約案件の点検結果について、
報告を受け内容を把握している。
・毎年度、額の確定時の調査を実施し、支出先、使途について詳細な報告を受け、本事業の目的に適した適正な支出が行われてい
ることを確認している。

見直しの
余地

・当該補助金の申請に際しては、事業の適正性や効果を確認し、適切な交付に努めること。
・文部科学省による額の確定調査等において、引き続き契約の適正化、中期計画の進捗状況等の業務の実施状況を厳格にチェック
し、必要に応じ業務内容の改善を要請すること。
・保有する施設について、効率的に整備すること。

100.0% 100.0% 100.0%

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

１．事業評価の観点：この事業は、海洋に関する基盤的研究開発、海洋に関する学術研究に関する協力等に取り組む海洋研究開
発機構の施設・設備の整備に必要な施設整備費補助金を支出するものである。

２．所見：他の事業に対する公開プロセスでの指摘等を踏まえ、競争参加条件等のより一層の見直しを図るなど、契約の競争性、公
平性、透明性を確保するとともに、予算の硬直化を防ぐため、後年度負担も念頭に整備内容を精査することにより、事業の効率化を
一層進めるべきである。

総事業費(執行ベース) 226 226 191

予算の状況
（単位:百万円）

20年度

執行額 230 230 251

執行率

施設設備の老朽化対策を順次行っている（各建屋の空調換気設備の更新、非常照明用バッテリーの更新、構内電気設備・消防設備
の改修等）。また、船舶の安全かつ効率的な運用を確保するため、（独）海洋研究開発機構（横須賀本部）の船舶の専用岸壁を整備
するため、改修の設計を行った。

23年度要求

予算額(補正後） 230 230 251 106 117

19年度 22年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

独立行政法人海洋研究開発機構法第17条
関係する計画、

通知等
海洋基本計画（平成２０年３月　閣議決定）等

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

平和と福祉の理念に基づき、海洋に関する基盤的研究開発、海洋に関する学術研究に関する協力等の業務を総合的に行うことによ
り、海洋科学技術の水準の向上を図るとともに、学術研究の発展に資するため、独立行政法人海洋研究開発機構の設置する施設
の整備充実を図ることを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

機構の業務を遂行するために必要な施設の整備業務として、海洋に関する研究開発、海洋に関する学術研究に関する協力等の業
務を総合的に行うため、施設の整備や老朽化対策を実施した。（補助率：１００％）

実施状況

海洋地球課長
堀内義規

会計区分 一般会計 上位政策 環境・海洋分野の研究開発の重点的推進

担当部局庁 研究開発局 担当課室 海洋地球課

事業番号 0321

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)

予算事業名
独立行政法人海洋研究開発機構施設整備に必
要な経費

事業開始
年度

平成16年度 作成責任者



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

【一般競争入札】

文部科学省

251百万円

事業概要

 独立行政法人海洋研究開発機構の研究施設

 に要する経費に対する補助

補助

【A】独立行政法人海洋研究開発機構施設整備費補助金

191百万円

機構の業務を遂行するために必要な施設の整
備業務

【一般競争入札】 【一般競争入札】 【一般競争入札】【一般競争入札】【一般競争入札】 【一般競争入札】 【一般競争入札】 【一般競争入札】 【一般競争入札】 【一般競争入札】 【一般競争入札】

事業概要
海洋研究開
発横須賀本
部の老朽化
した空調設
備を省エネ
型ビルマル
チエアコン
に更新

事業概要

潜水訓練
プール棟の
老朽化した
ろ過装置用
昇温システ
ムの更新

事業概要
横須賀本部
専用岸壁新
設桟橋の基
本及び詳細
設計

事業概要

横須賀本部
の経年劣化
による白亜
化している
外壁塗装の
塗り替え

事業概要

潜水調査船
整備場他の
老朽化した
受変電設備
の改修

事業概要

横須賀本部
の電話設備
のIP‐PBXに
対応した電
話機への更
新およびIP
公衆網への
切替

事業概要

横須賀本部
の老朽化し
た給水・給
湯・排水設
備を更新

事業概要

横須賀本部
の老朽化し
た非常照明
設備を改修

事業概要
横浜研究所
の電話設備
のIP公衆網

への切替作
業

事業概要

テレビ共同
受信設備を
地上デジタ
ル放送に対
応させるた
めの改修

事業概要
むつ研究所
の老朽化し
た電話設備
をIP電話

サービスに
対応した機
種に更新

事業概要
横須賀本部
の老朽化し
た消防設備
を改修

【B】
・横須賀本
部空調設
備更新工
事

・須賀工業
㈱横浜支
店

・62百万円

【C】
・潜水訓
練プール
ろ過装置
補機類改
修工事

・東洋熱
工業㈱横
浜支店

・20百万円

【L】
・むつ研究
所電話設
備の購入
及び設置
作業

・東日本電
信電話㈱
青森支店

・3百万円

【K】
・テレビ共
同受信設
備改修工
事

・通信設
備㈱

・4百万円

【J】
・横浜研
究所電話
設備IP公
衆網回線
切替作業

・東陽工
業㈱神奈
川支店

・7百万円

【I】
・非常照明
設備改修
工事

・京浜電設
㈱

・10百万円

【H】
・横須賀
本部給湯
設備他改
修工事

・(株)三冷

社東京支
社横浜支
店

・10百万円

【G】
・横須賀本
部デジタ
ル多機能
電話機購
入及び設
置作業

・(株)清康

社

・16百万円

【F】
・潜水調査
船整備場
受変電設
備改修工
事

・(株)美濃

屋山村電
気

・17百万円

【E】
・横須賀
本部各所
外壁塗装
他工事

・アジア工
業（合）

・18百万円

【D】
・横須賀本
部専用岸
壁桟橋新
設工事設
計業務委
託

・（株）日
本港湾コ
ンサルタン
ト

・20百万円

【M】

・横須賀
本部消防
設備改修
工事

・㈱ヒラボ
ウ

・3百万円



0計 10 計

施設整備費 横須賀本部給湯設備他改修工事 10

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目

H.（株）三冷社東京支社横浜支店 Ｐ.

0計 16 計

施設整備費
横須賀本部デジタル多機能電話機購
入及び設置作業

16

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目

G.（株）清康社 Ｏ.

0計 17 計

施設整備費
潜水調査船整備場受変電設備改修工
事

17

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目

F.（株）美濃屋山村電気 Ｎ.

3計 18 計

金　額
(百万円）

施設整備費 横須賀本部各所外壁塗装他工事 18 施設整備費 横須賀本部消防設備改修工事 3

費　目

E.アジア工業（合） M.（株）ヒラボウ

計 20 計

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

3

費　目

4

むつ研究所電話設備の購入及び設置
工事

3

使　途
金　額

(百万円）

施設整備費
横須賀本部専用岸壁桟橋新設工事設
計業務委託

20 施設整備費

費　目 使　途
金　額

(百万円）

D.（株）日本港湾コンサルタント L.東日本電信電話（株）青森支店

計 20 計

施設整備費
潜水訓練プールろ過装置補機類改修
工事

20 施設整備費 テレビ共同受信設備改修工事 4

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

7

使　途
金　額

(百万円）

C.東洋熱工業（株）横浜支店 K.通信設備（株）

計 62 計

施設整備費 横須賀本部空調設備更新工事 62 施設整備費
横浜研究所電話設備IP公衆網回線切
替作業

7

B.須賀工業（株）横浜支店 J．東陽工業（株）神奈川支店

計 191 計

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

10

施設整備費 専用岸壁の改修 20

施設整備費 非常照明設備改修工事 10

施設整備費 環境整備工事 27

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

A.（独）海洋研究開発機構 Ｉ．京浜電設（株）

施設整備費 老朽化対策工事 144

使　途
金　額

(百万円）


	施設整備費補助金

